
の部材を選択すると

いうような工程があ

るので、現在のよう

に部材の選択作業を

人手に頼っている状

況では、期間の短縮

には限界がある。最

終的な目標の達成に

は、部材を正確に選

択して生産工程に供

給するピッキングの

プロセスを完全自動

化したキット新工場

の稼働を待たねばな

らない。特注品キッ

トの受注から出荷ま

で4日という目標数

値は米国企業でも実

現していない。それだけに意義ある挑戦と思

う」と、保木社長は強調している。

最先端のキット新工場が
来年5月に稼働

キット新工場は筑波滅菌センターと筑波配送

センターの敷地内に建設中で、完成後は滅菌

センターと配送センターにリンクし、製品は

滅菌から出荷まで一貫したラインで処理され

ることになる。建物は地上5階建てで、延べ床

面積は約5万2000平方メートル。建物部分は

2002年11月に完成の予定だ。投資額は106億

9000万円（建物69億4000万円、生産設備37億

5000万円）を予定している。

「当初は生産設備の半分を導入し、6ヵ月な

らし運転した後、2003年5月に稼働する予定に

なっている。生産設備の導入を二段階に分け

たのは、ピッキングの工程に世界最先端の技

術を採用していることもあって、実働によっ

て不具合などを見極める必要があるためだ。

加えて、もっと合理化できる方法を探すとい

う狙いもある」と、保木社長は指摘する。

キット新工場の特徴は、本格創業時には約5

万種類と予想される膨大な部材を正確に選択

し、それを生産工程に供給するピッキングを

徹底的に自動化したところにある。

基本的な仕組みはこうだ－営業拠点や顧客

からの発注に従い、必要な部材を必要量だけ

自動的に選び出してトレーに乗せる。トレー

は自動ラインで部材の詰め合わせを行う作業

スペースに移動する。部材を乗せるトレーと

作業員が腕にはめるリストバンドにはICチッ

プがそれぞれ組み込まれており、部材の種類

や担当作業員を非接触で識別し、記録する。

その後、部材をキットとして包装し、滅菌処

理のうえ出荷する。

「新工場の稼働によって、日本のキット需要

の約半分を供給できる体制が整う。しかも、自

動化によってピッキングの正確さが確保され、

製品の安全度・信頼性が飛躍的に高まる」と、

キット新工場に寄せる保木社長の期待は大きい。

新本社移転で
情報発信・処理能力が向上

「21世紀の医療情報発信センター」をコン

セプトとするホギメディカルの新本社ビルは

東京都港区赤坂の自社所有地（1386.12m2）に

今年1月に完成、2月に本社機能がここに移転

した。

「工場のテーマが製造のスピードアップで

あることに対応し、本社のテーマとして情報

のスピードアップを掲げている。これに関

し、顧客からのクレームへの迅速な対応など

に新本社に導入したテレビ会議システムがす

でに顕著な成果をあげている」と、保木社長

は語る。

このテレビ会議システムは米国の先端的な

医療機関が採用しているもので、スムーズな

動画とクリアな音声を双方向で通信する。新

本社ビルと全国22営業所、国内2工場、研究

所が光ケーブル回線で結ばれ、ブロードバン

ドの高速通信ネットワークが形成されてい

る。新本社への移転以降、テレビ会議が毎日、

朝30分と夕1時間の2回定期的に開かれてお

り、日常の業務連絡や営業社員に対する商品

教育がフェース・ツー・フェースで行われて

いる。

新本社ビルには、地下1階に同時通訳ブース

とテレビ会議機能を備えた100席の多目的ホー

ルを設置している。このホールは医療関係者

による会議やセミナーなどに優先的に貸し出

される。ホールはホギメディカルの営業所と

双方向の通信ネットワークでつながっている

ため、ここで開かれる会議に営業所からも参

加できる。

本社ビルの2階と3階はショールームに当て

られている。この常設展示場には、ホギメディ

カルが扱うすべての商品を展示しており、顧

客や見学者が直接に製品に触れて試すことが

できる。「新本社への移転によって情報の発

信・処理能力が格段に高まった」と、保木社

長はコメントする。

「収益面については、現状は基本的になお

新旧商品の置換期と言える。利益成長路線へ

の復帰は次世代製品キットの新工場が本格的

に寄与するようになってからと見ている」。

できる体制を確立す

る」と、保木社長は

言う。このような医

療用具の安全に関す

る規制への対応が長

期的な競争力につな

がるのは間違いない。

特注品キット
受注から出荷
まで4日の

スピードアップ

ホギメディカルは

コスト競争力強化の

ため、労働コストの

高い国内での生産・

流通について徹底的

に自動化を進めてき

た。ちなみに、筑波全自動滅菌センターと筑

波自動配送センターは自動化において世界最

高の水準にある。同時に、労働集約的な生産

工程をできる限りインドネシアの生産子会社

に移転している。

現在、ホギメディカルがさらなるコスト削

減のため戦略的に取り組もうとしているのが、

特注品キットの受注から出荷までのスピード

アップだ。

主力製品の不織布製品「ソンタラ」に続く

次世代製品として同社が育成に力を入れてい

るのがキットで、その売上高は前2002年3月期

も前期比36％増という高い伸びを示した。

キットは各種の手術、検査、処置など用途

別にディスポーザブル医療用品を必要な数量

だけ組み合わせた製品で、例えば滅菌済みの

カテーテル、シリンジ、メスなどの手術用具

が一つのバッグに密封されている。メスなど

キットの部材は使う医師が選択することから、

キットは標準品よりも特注品が圧倒的に多い。

現状では、特注品の注文を受けて出荷まで

15日から60日の期間がかかっている。このた

め、特注品のキットを使用している病院は予

備の在庫を持つ必要がある。「しかも、医師が

手術の方法を変えるような場合には、キット

の供給者としてタイムリーに対応できない。

例えば、方法変更の際には部材の2割が捨てら

れるという無駄も生じている」と、保木社長

は説明する。

ホギメディカルの挑戦は、特注品の受注か

ら出荷までの期間を4日間に短縮することにあ

る。そうなれば、同社も病院も在庫を持つ必

要がなくなる。

「キットの生産には、1万点の部材から数十点

安全性に関連する規制強化に
完全対応

医療用具業界では、今、一段と強まる製品

の安全性に関する規制に対応できるかどうか

が企業の存立につながる問題としてクローズ

アップされている。厚生労働省はこれまで医

薬品の安全性にかかわる規制を強化してきた

が、これに続き医療用具の安全性に関する規

制を本格化しているからだ。

その一つが、昨年10月から適用された「市

販後調査の徹底」である。これは医療用具に

ついて不具合や回収が多発していることへの

対応策で、業界に対し不具合情報の収集・管

理と不具合の処理を組織的に行うことを求め

ている。

また、同省は医療用具の製造管理と品質管

理に関する規制である「GMP（Good Manu-

facturing Practice）」基準を強化している。例

えば、これにより無菌試験による滅菌の保証

が廃止され、滅菌工程の科学的な検証（滅菌

バリデーション）により滅菌保証することが

滅菌医療用具の製造業者に義務づけられた。

「最近、いろいろな面で医療用具の安全性

に関連する規制強化策が打ち出されている。

これに対応するには、当然、多大な資金と労

力が必要になるが、当社はこれを新たな飛躍

へのチャレンジと捉えて前向きの姿勢で取り

組む」と、保木将夫ホギメディカル社長は語

る。ちなみに、ホギメディカルは安全性情報

の収集などの主管部署として市販後調査課を、

滅菌バリデーションの主管部署として滅菌管

理課を、それぞれ前期に新設した。

「最大の挑戦は〈医療用具の取扱い添付文書〉

の作成・添付だ。これは最近、導入された規

制だが、問題は製品一つ一つについて所定の

文書を添付しなければならない点にある。デ

ィスポーザブル医療用品を組み合わせた当社

のキットを例にとると、部材の組み合せ内容

ごとに文書を添付する必要があるので、これ

だけで膨大な作業量になる。しかも、記載や

添付の間違いは許されない。医療用具業界に

とって非常に厳しいハードルと受けとめられ

ているが、当社はこれへの対応にメドをつけ

た」と、保木社長は続ける。

厚生労働省は医療事故防止対策の一環とし

て医療用具に関する情報提供を適正化するた

め、統一した添付文書記載要領を策定し、医

家向け医療用具への添付を義務づけた。この

規制は今年1月14日から部分的に開始され、来

年1月14日以降に完全施行される。言い換えれ

ば、医療用具メーカーはそれまでに規制に対

応できる体制を整えなければならない。

ホギメディカルの

強みは、原価計算用

などのデータベース

をはじめ管理用の進

んだコンピュータ・シ

ステムを活用できる

ことにある。新たに

ソフトを含めて10億

円前後の設備投資を

行い、文書の作成と

添付の工程を自動化

する。「期限までに

は規制に完全に適合

ホギメディカル

安全性の規制強化を飛躍への追い風に
自動化で次世代製品キットの競争力を強化

医療事故防止の一環として、厚生労働省は医療用具の安全性に関する規制を強化している。

ディスポーザブル医療用不織布製品のトップ企業、ホギメディカルはこれを飛躍へのチャレンジと捉え、

規制に完全に対応する体制を確立する。同時に、建設中のキット専門工場に最先端の自動化技術を導入、

次世代製品キットの競争力強化により長期の成長路線に挑む。

代表取締役社長　兼　CEO 保木　将夫
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